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広島市中小企業振興条例（仮称）素案 
 〔令和８年８月２４日現在〕 

項目 条文等 

前文 本市は、城下町としての歴史を礎に、瀬戸内海に面したデルタ地帯という地理的条件をい

かし、中四国地方の中心都市として発展を遂げてきた。原子爆弾による壊滅的な打撃という

未曽有の困難に直面しながらも、市民は着実な復興の道を歩んできた。この歩みの中で、本

市に根ざした地域企業はいち早く事業を再開し、市民の暮らしを支える基盤として、本市の

経済及び産業の復興に尽力してきた。 

 その地域企業の大部分を占める中小企業は、経済の屋台骨として地域の雇用と市民の生活

を支え、活力ある地域社会の維持に不可欠な役割を果たしている。本市においては、自動車

関連産業を始めとする世界に誇る高い技術力を持つ製造業、地域住民の日常生活を支える卸

売業や小売業、豊かな地域資源をいかしたサービス業など、多種多様な産業を中小企業が支

えている。これらの中小企業は、広域的な経済活動の結節点である本市の経済及び産業の基

盤を形成するとともに、日々の営みを通じて地域住民の生活の利便性と地域のにぎわいを作

り出してきた。こうした一つ一つの中小企業によるたゆまぬ挑戦や創意工夫と努力の積み重

ねこそが、本市の発展を支える大きな力となっている。 

 その中小企業は、現在、経済社会情勢の変容による経営課題に加え、事業を次なる世代へ

引き継ぐことが困難となっているなど、様々な課題に直面している。こうした状況は、単な

る中小企業の存立の問題にとどまらず、地域経済の活力を削ぎ、長い年月をかけて築かれて

きた地域コミュニティの維持を困難にするなど、市民生活に大きな影響を及ぼしている。 

その解決に向けて、地域の暮らしを根底で支え続けてきた中小企業の「底力」が存分に発揮

されること、及びその価値が正当に評価され、ひいてはその有する技術、技能、知恵といっ

た貴重な経営資源が未来を担う世代へと確実に承継されていくことの重要性が高まってい

る。 

 このように中小企業が存分に力を発揮できるようにし、また、その持続可能性を高めるた

めには、中小企業の自主的な努力のみではなく、本市、中小企業団体、大企業者、教育機関、

大学等、金融機関等、そして市民といった地域社会の各主体が、役割分担を認識しつつも相

互に補い合い、一体となって中小企業の振興に取り組む環境の整備が不可欠である。 

 このような認識の下、中小企業が活躍できる環境を整え、もって本市の経済及び産業の持

続的かつ健全な発展のみならず、市民の誰もが豊かで笑顔にあふれ、地域、暮らし及び生き

がいを共に創り、高め合い、住み慣れた地域で持続的に生活できる社会を実現するため、地

域一丸となって歩みを進めることを決意し、ここに、この条例を制定する。 
 

目的  （目的） 

第１条 この条例は、中小企業が本市の経済及び産業の発展並びに地域社会の維持及び発展

に果たす役割の重要性に鑑み、本市の中小企業の振興に関し、基本理念を定め、本市の責

務、中小企業者の努力、中小企業団体、大企業者、教育機関、大学等及び金融機関等の役

割等を明らかにするとともに、本市の施策の基本となる事項を定めることにより、中小企

業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって本市の経済及び産業の持続的かつ健全な

発展並びに市民生活の向上に寄与することを目的とする。 
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項目 条文等 

定義 

 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号のいず

れかに該当する者で、本市の区域内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

 ⑵ 中小企業団体 商工会、商工会議所、商店街振興組合その他の中小企業の振興に関す

る団体で、本市の区域内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

 ⑶ 大企業者 中小企業者以外の事業者（会社又は個人に限る。）で、本市の区域内に事

務所又は事業所を有するものをいう。 

 ⑷ 教育機関 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（幼稚園、

大学及び高等専門学校を除く。）、同法第１２４条に規定する専修学校及び同法第１３４

条第１項に規定する各種学校並びに社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２０条

に規定する公民館、図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図

書館及び博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物館（同法

第３１条第２項に規定する指定施設を含む。）で、本市の区域内に所在するものをいう。 

 ⑸ 大学等 学校教育法第１条に規定する大学及び高等専門学校並びに研究機関（当該大

学を除く。）で、本市の区域内に所在するものをいう。 

 ⑹ 金融機関等 銀行、信用金庫、信用協同組合その他の金融業を行う者及び信用保証協

会で、本市の区域内に営業所又は事務所を有するものをいう。 

⑺ 市民 本市の区域内に住所、土地若しくは建物を有する者又は本市の区域内に通勤

し、若しくは通学している者をいう。 

基本理念  （基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

 ⑴ 中小企業者の自主的な努力が尊重され、かつ、助長されることを旨とし、本市、中小

企業者、中小企業団体、大企業者、教育機関、大学等、金融機関等、国及び広島県その

他の地方公共団体の連携の下、本市の地域資源を十分に活用して、中小企業者の経営の

革新（中小企業基本法第２条第２項に規定する経営の革新をいう。以下同じ。）及び創

業が促進され、その経営基盤が強化され、並びに経済的社会的環境の変化への適応が円

滑化されることにより、その多様で活力ある成長発展が図られること。 

 ⑵ 中小企業が、多様な就業の機会を提供する等により本市の経済及び産業の基盤を形成

するとともに、その事業活動を通じて地域社会の維持及び発展に貢献する重要な存在で

あるという認識の下に行われること。 

⑶ 中小企業者が、世界恒久平和の実現を目指し、並びに国際交流及び国際協力の推進並

びに多様な文化を尊重した共生社会の実現を図る本市の活力の源泉として欠かすこと

ができない存在であるという認識の下に行われること。 

 ⑷ 小規模企業者（中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者で、本市の区域

内に事務所又は事業所を有するものをいう。）による経営資源（中小企業基本法第２条

第４項に規定する経営資源をいう。以下同じ。）の確保が、特に困難であることが多い

という認識の下に行われること。 
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項目 条文等 

本市の 

責務 
 （本市の責務） 

第４条 本市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企

業の振興に関し、施策を総合的に策定し、周知し、及び実施するものとする。 

２ 本市は、中小企業に関する調査及び情報の収集を行うとともに、中小企業者に対する情

報提供、当該調査及び情報の収集により明らかになった課題の解決等、適切な措置を講ず

るものとする。 

３ 本市は、大企業者、教育機関、大学等、金融機関等及び市民に対し、中小企業が本市の

経済及び産業の発展並びに地域社会の維持及び発展において果たす役割の重要性につい

て周知するものとする。 

４ 本市は、本市の施策への協力、地域における社会貢献活動、障害者の積極的な雇用等を

通じて、地域社会の維持及び発展に貢献した中小企業者を適切に評価し、その評価に応じ

た措置を講ずるものとする。 

中小企業 

者の努力 
 （中小企業者の努力） 

第５条 中小企業者は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に応じて、自主的か

つ積極的に、生産性の向上を始めとする経営の革新及び経営基盤の強化を図るよう努める

ものとする。 

２ 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との調

和に配慮した事業活動を通じて、地域社会の維持及び発展に貢献するよう努めるものとす

る。 

３ 中小企業者は、後継者の育成、技術の継承等により円滑な事業の承継を図るよう努める

ものとする。 

４ 中小企業者は、安定した雇用の確保及び人材の育成並びに従業員の労働環境の整備及び

福利厚生の充実に努めるものとする。  

５ 中小企業者は、本市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

中小企業 

団体の 

役割 

 （中小企業団体の役割） 

第６条 中小企業団体は、基本理念にのっとり、地域社会を構成する一員としての社会的責

任を自覚し、中小企業者の経営の革新及び創業、経営基盤の強化並びに経済的社会的環境

の変化への適応のための支援に積極的に取り組むよう努めるとともに、本市が実施する中

小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

大企業者 

の役割 
（大企業者の役割） 

第７条 大企業者は、基本理念にのっとり、中小企業者が自らの事業活動の維持及び発展に

欠くことのできない重要な存在であることを認識し、中小企業者との間の公正な取引の徹

底を図ること等により中小企業者との共存共栄を図るよう努めるとともに、本市が実施す

る中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 大企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を有していること及びその事

業活動が地域社会に大きな影響を及ぼす存在であることを自覚し、自ら率先して中小企業

の振興に関する取組を実施するよう努めるものとする。 

 

 



 

4 

 

項目 条文等 

教育機関 

の役割 
 （教育機関の役割） 

第８条 教育機関は、基本理念にのっとり、児童、生徒その他の教育機関の施設を利用する

者に対し、その地域の実情等を踏まえ、各々の教育活動を通じて、勤労及び職業に対する

意識の啓発を図ること並びに中小企業がその所在する地域の経済及び産業の発展並びに

地域社会の維持及び発展に果たす役割の重要性に関する理解の促進を図ることに努める

ものとする。 

大学等 

の役割 
 （大学等の役割） 

第９条 大学等は、基本理念にのっとり、自らの教育又は研究が中小企業の振興に資するも

のであることを自覚し、中小企業者が行う付加価値の創出及び向上、人材の育成その他の

取組に協力するよう努めるとともに、本市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力

するよう努めるものとする。 

金融機関 

等の役割 
 （金融機関等の役割） 

第１０条 金融機関等は、基本理念にのっとり、地域社会を構成する一員としての社会的責

任を自覚し、中小企業者の経営の革新及び創業、経営基盤の強化並びに経済的社会的環境

の変化への適応に資するよう、中小企業者の事業内容に応じた資金の供給及び経営に関す

る相談、助言等を通じて、本市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努

めるものとする。 

市民の 

協力 
 （市民の協力） 

第１１条 市民は、基本理念にのっとり、中小企業が本市の経済及び産業の発展並びに地域

社会の維持及び発展に果たす役割の重要性を理解し、中小企業の振興に協力するよう努め

るものとする。 

施 策 の 

基本方針 
 （施策の基本方針） 

第１２条 本市は、中小企業の振興に関する施策の策定及び実施に当たっては、次に掲げる

事項を基本として行うものとする。 

⑴ 中小企業者の成長発展が期待される産業の育成及び新たな事業の創出の促進、技術革

新への対応のための支援等を通じて、中小企業者の経営の革新及び創業の促進を図るこ

と。 

⑵ 中小企業者の立地の促進等により多数の中小企業者の連携に資する産業の集積の活

性化を図ること。 

⑶ 中小企業者の人材の確保及び育成並びに従業員の仕事と生活の調和の確保を促進す

るための支援を図ること。 

⑷ 中小企業者の実情に即した商品、役務及び技術の研究及び開発並びにその成果の普及

の促進、デジタル技術の活用の促進、技術力の向上のための支援等を通じて中小企業者

が経営資源を確保するための支援を図るとともに、中小企業者が事業を拡大し又は販路

を開拓するための支援を図ること。 

⑸ 融資制度の充実等により中小企業者に対する資金の供給の円滑化を図ること。 

⑹ 本市が行う工事の発注、物品及び役務の調達等（以下この号においてこれらを「本市

が行う発注等」という。）に当たり、予算の適正な執行並びに透明かつ公正な競争及び契

約の適正な履行の確保に留意しつつ、当該本市が行う発注等の対象を適切に分離し、又

は分割する等により中小企業者の受注の機会の増大（本市が行う発注等に係る再委託契

約その他の本市が行う発注等に関連する契約に関する中小企業者の受注の機会の増大

を含む。）を図ること。 
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  ⑺ 経営の診断、経営に関する助言等により中小企業者の経営を改善するための支援を図

ること。 

⑻ 後継者の育成その他の中小企業者の事業の承継の円滑化に資する取組を促進するた

めの支援を図ること。 

⑼ 多数の中小企業者が事業を行う商店街の活性化を図るとともに、中小企業者による地

域における社会貢献活動を促進するための基盤の整備を図ること。 

⑽ 物価の急激な変動、災害の発生その他の経済的社会的環境の著しい変化に際し、中小

企業者の実情に応じて、その変化への適応の円滑化を図ること。 

⑾ 前各号に掲げるもののほか、中小企業の振興を図るために必要なこと。 

中小企業 

者等 

からの 

意見聴取 

 （中小企業者等からの意見聴取） 

第１３条 本市は、中小企業者、中小企業団体等から意見を聴取するための会議を定期的

に、及び必要に応じて随時、開催するとともに、その結果を踏まえた適切な措置を講ずる

ものとする。 

財政上 

の措置 
 （財政上の措置） 

第１４条 本市は、中小企業の振興に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講

ずるものとする。 

年次報告  （年次報告） 

第１５条 市長は、毎年、中小企業の振興に関する施策の実施状況を市議会に報告するとと

もに、これを公表するものとする。 

附則  この条例は、令和○年○月○日から施行する。 

 

 

 

 

 


